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平成２５年第４回定例会  陳情文書表 （Ｈ２５．９．２報告） 

整 理 番 号           受理年月日 件 名    陳 情 者                          陳 情 の 要 旨                             

陳情第２０号 Ｈ２５．６．２４ 上野町地内環境整備等について 上野町内会 

 町内会長 桐山良一 

道路側溝の整備、法面崩落の復旧、河川堤防の改修、道路

の補修、中部縦貫自動車道上野インターなど町内環境整備に

ついて要望する。 

陳情第２１号 Ｈ２５．６．２７ 江名子町地内環境整備等について 江名子地区町内連合会 

 会長 尾崎和廣 

 

  県道岩井高山停車場線松室橋沿いの歩道橋設置、江名子・

松之木線の早期着工、高山厚生病院の存続について要望す

る。 

陳情第２２号 Ｈ２５．６．２７ 下江名子町地内環境整備等につい

て 

下江名子町内会 

 町内会長 下屋豊 

 

市道江名子９４号線沿水路の雨水対策、県道岩井高山停

車場線松室橋沿いの歩道橋設置、田中大秀墓所の公衆便所

設置など町内環境整備について要望する。 

陳情第２３号 Ｈ２５．６．２７ 上江名子町地内環境整備等につい

て 

上江名子町内会 

 町内会長 大田外夫 

 

江名子川土手の補修、外灯の設置、横断標識の設置、用

水路の布設、道路舗装の延長など町内環境整備について要

望する。 

陳情第２４号 Ｈ２５．６．２７ 山口町地内環境整備等について 山口町町内会 

 町内会長 尾崎和廣 

山口川の砂防堰堤の土砂排出、山口川の護岸改修、市道

の舗装修繕、林道の修繕など町内環境整備について要望す

る。 

陳情第２５号 Ｈ２５．６．２７ 桜ヶ丘町地内環境整備等について 桜ヶ丘町町内会 

 町内会長 井平めぐみ 

団地内駐車場の区画ラインの引き直し、路上無断駐車の

取り締まり強化、放置タイヤの撤去について要望する。 

陳情第２６号 Ｈ２５．６．２７ 錦町地内環境整備等について 錦町町内会 

 町内会長 瀧根正嗣 

土砂災害特別警戒区域の崩落防止工事、急傾斜地の指

定、道路側溝の整備、グレーチングの修繕など町内環境整

備について要望する。 
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陳情第２７号 Ｈ２５．６．２７  荏名団地町地内環境整備等につい

て 

荏名団地町町内会 

 町内会長 広瀬正一 

道路舗装の修繕、団地内花壇の土留め壁及び杭の取り替え

について要望する。 

陳情第２８号 Ｈ２５．７．１ 三福寺町地内環境整備等について 三福寺町内会 

 町内会長 都竹均 

 

道路舗装の修繕、側溝の改修、市道曙・三福寺線整備の継

続、市道三福寺４６号線から市道松之木合崎線取り付け道路

の建設など町内環境整備について要望する。 

陳情第２９号 Ｈ２５．７．１ 片野町地内環境整備等について 片野町内会 

 町内会長 蜘手長七 

 

土砂の流出対策、総合射撃場に関する環境調査の実施と結

果の公表、老朽化した橋の架け替え、カーブミラーの設置、

道路側溝の整備など町内環境整備について要望する。 

陳情第３０号 Ｈ２５．７．８ 塩屋町地内環境整備等について 塩屋町町内会 

 町内会長 嶋田秋良 

 

水路の改修、市道塩屋天堤線の拡幅及び側溝の設置、日

影用水取入れ口の復旧及び延長、日影用水堰堤下法面の修

繕及び水利の確保など町内環境整備について要望する。 

陳情第３１号 Ｈ２５．８．１ 森下町地内環境整備等について 森下町町内会 

 町内会長 高野喜代行 

宮川河川敷護岸の水害対策、山王保育園等前の道路新

設、和合橋への通行改善に伴う拡張道路の新設、城山地区

の土砂災害防止対策など町内環境整備について要望する。 

陳情第３２号 Ｈ２５．８．５ 世界ジオパークについての要望書 世界ジオパークを目指す奥飛

騨温泉郷地区準備委員会 

委員長 長瀬英之 

ジオパークに関する取り組みに対する支援について要望す

る。 

陳情第３３号 Ｈ２５．８．５ 地球社会建設決議に関する陳情書 荒木實 戦争のない世界の実現に向けた地球社会建設決議を行う

よう要望する。 

陳情第３４号 Ｈ２５．８．２１ 免税軽油制度の継続を求める陳情

書 

有限責任事業組合ほおのき平 

 理事長 山越辰雄 

          ほか４名 

冬季観光産業の重要な柱であるスキー場産業の発展に貢

献してきた免税軽油制度が、平成２７年３月末で廃止され

る状況にあるため、国並びに関係機関に免税軽油制度を継

続する意見書を提出するよう要望する。 

 


